
気候変動への対応

　気候変動への対応は、グローバルでも取り組みが必要な重要課題の
一つです。有効な対策をとらず地球温暖化が進めば、気候が大きく変動し、
地球環境に大きな影響を与えます。こうした状況下で、世界的には、温室
効果ガス（GHG）の排出量を実質ゼロにする「カーボンニュートラル」に向
けた取り組みが加速しています。
　オリックスでも気候変動への対応を重要課題の一つと位置付け、再生可
能エネルギー事業を積極的に推進すること、事業によるGHG排出を削減
すること、気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）の提言を遵守す
ることを掲げています。そして、重要目標として、「GHG（CO2）排出量を
2030年3月期までに、2020年度比で実質的に50%削減する。2050年
3月期までに、実質的にゼロとする」と設定しています。
　今後も、オリックスの手掛ける多様な事業を通じて、気候変動のもたらす
リスクと機会に積極的に対応していきます。また、TCFDの情報開示フレー
ムワークを活用して、気候変動に関するガバナンスを強化し、シナリオ分析
を通じたリスク管理の強化も進めます。こうしたオリックスの気候変動に関
する取り組みについては、より具体的にステークホルダーの皆さまへの情
報開示を行っていきます。

TCFD提言に基づく情報開示

　オリックスは、2020年10月にTCFDへの賛同を表明しました。2021
年11月よりTCFDの情報開示フレームワークに沿った開示を開始してい
ます。

➡ P.42 TCFD提言に基づく情報開示

GHG（CO2）排出削減目標と排出量

GHG（CO2）排出削減目標
　オリックスでは、GHG（CO2）排出削減目標を次のように設定しています。
① 2030年3月期までにGHG（CO2）排出量を2020年度比実質的に50%

削減する。
② 2050年3月期までにGHG（CO2）排出量を実質的にゼロとする。

2020年3月期オリックスグループGHG（CO2）排出量（基準排出量）
（単位：万トン-CO2e）

排出量 うち
スコープ1

うち
スコープ2

環境エネルギーセグメント 108.9 106.9   2.0
うち石炭・バイオマス 
混焼発電所2基   94.1   93.9   0.1

不動産セグメント     8.5     1.9   6.6
その他セグメント合計     9.3     1.8   7.4
合計 126.6 110.7 15.8

 2020年3月期オリックスグループGHG（CO₂）排出量（基準排出量）について、 
詳しくはこちらをご参照ください。

GHG（CO2）排出量
　2025年3月期の排出量はスコープ1と2の合計で106.4万トンです。
基準排出量と比較すると20.2万トンの減少です。2基の石炭・バイオマス
混焼発電所からの排出量は81.0万トンで、全体の76.1％を占めています。

オリックスグループGHG（CO2）排出量
（単位：万トン-CO2e）

2020年3月期
（基準排出量） 2025年3月期

スコープ1 110.7   94.2
スコープ2   15.8   12.2
合計 126.6 106.4

➡ P.81 ESGデータ　　  環境パフォーマンスデータ

　スコープ3（バリューチェーンのGHG排出）については、以下の事業で
排出量の規模を概算しています。
　自動車、航空機／船舶、不動産、環境エネルギー部門の発電・電力小売
事業、投融資先からの排出量（カテゴリー15）
　なお、カテゴリー6と7については数値にて開示しています。

➡ P.83 ESGデータ　　  環境パフォーマンスデータ

排出削減の取り組み

石炭・バイオマス混焼発電所＊における排出削減の検討
　オリックスグループのGHG（CO2）排出削減目標に沿って、設備改造に
よるバイオマス専焼化などによる排出削減を検討しています。2025年3
月期はバイオマス専焼化について、主に以下①～③を実施しました。
① 混焼率を高める実証実験に関する検討
② 専焼化後の燃料確保や貯蔵・運搬に関する折衝
③ 専焼化後の再エネ電気の取引に関し、複数の需要家との具体的折衝
＊ 相馬石炭・バイオマス発電所（福島県相馬市、2018年3月運転開始、設備容量11.2万kW）、ひびき灘石炭・

バイオマス発電所（福岡県北九州市、2018年12月運転開始、設備容量11.2万kW）。

スコープ2排出量の削減に向けた計画策定
　スコープ2排出量の削減のため、主たる排出拠点ごとに計画を策定し、
段階的に実施していきます。2026年3月期は、以下を予定しています。
① 環境エネルギーセグメント：寄居バイオガスプラントなどの主力電力に

対して、再生可能エネルギーを導入
② 不動産セグメント：非化石証書活用による削減計画の実施
③ 事業投資部門：投資先ごとの削減計画策定に着手
④ レンテック：最大排出拠点である東京技術センターの再エネ化に着手
⑤ その他大規模拠点について、物件ごとの削減計画を策定

気候変動への対応 1 GHG（CO2）排出削減
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　オリックスはグローバルな再生可能エネルギー事業者として世界各国で
発電事業を行っており、日本を含む全世界における稼働中の発電所の設備
容量は2025年3月末時点で4.7GW＊1です。
　今後は、第三者資金の活用も視野に入れつつ設備容量を拡大する方針
です。自社保有資産と管理資産の合計で、2028年に5.6GW、2035年に
は25GWとなる見通しです。
　このほか、日本では再生可能エネルギーを利用した発電所の運営・管理・
保守事業、蓄電所事業、太陽光発電システムの第三者所有モデルの導入
に取り組み、再生可能エネルギーの普及拡大を推進しています。

CO2排出削減貢献量

　2025年3月期の再生可能エネルギー事業によるCO2排出削減貢献量
は488.3万トンとなり、前期と比較して12.2万トン増加しました。この主
な要因は、スペインでの新たな太陽光発電所の運転開始や、インドでの水
力発電所の稼働増によるものです。
　国・地域別、発電種別の内訳は下表のとおりです。

再生可能エネルギー事業によるCO2排出削減貢献量
（単位：万トン-CO2）

風力 太陽光 地熱 水力 バイオマス 合計
インド 111.1   58.2 − 37.1 − 206.4 
スペイン   20.3   57.8 −   3.9 −   82.1 
米国   32.2   11.6 28.3 −   2.3   74.5 
日本 −   43.4   0.8 − 24.3   68.4 
その他   56.3     0.1 −   0.5 −   56.9 
合計 220.0 171.0 29.1 41.6 26.6 488.3 

➡ P.83 ESGデータ　　  環境パフォーマンスデータ
＊1 当社の持分比率を考慮したネットの数値。個別プロジェクトがJVの場合は、その出資比率も考慮しています。
＊2 当社の持分比率考慮前のグロスの数値。

取り組み事例

2 再生可能エネルギー事業の推進

再生可能エネルギーの普及に貢献する蓄電所事業
　再生可能エネルギーの導入が進む一方で、発電量が天候や時間帯に大きく左右されることが、
新たな課題となっています。こうした中、電力系統の安定化に向けた重要なインフラとして蓄電所
の整備が進んでいます。蓄電所は余剰電力を貯蔵し、需給ひっ迫時や価格高騰時に市場へ放電す
ることで、再エネの安定利用を支える役割を果たします。
　2024年12月、関西電力と共同で、オリックスとして初となる蓄電所を和歌山県紀の川市に開所
しました。2027年には、滋賀県米原市で定格出力134MW、容量548MWhとなる、国内最大級＊

の蓄電所の運転開始を予定しています。
　再エネの拡大や需要構造の変化により、電力の供給・需要の変動がより複雑かつ多様になりつ
つあります。今後も、再生可能エネルギーの主力電源化に向けて、電力の安定供給を支える蓄電
インフラの整備を進めていきます。
＊当社調べ

太陽光パネルの循環利用で再生可能エネルギーの持続性を高める
　再生可能エネルギーの普及が加速するなかで、設備のライフサイクル全体を見据えた資源循環
の重要性が高まっています。特に太陽光パネルは、2030年代後半から大量廃棄が本格化すると
予測されており、環境負荷を最小限に抑えながら再エネを持続的に利用していくための新たな仕
組みが求められています。
　オリックス環境では2024年から、太陽光パネルのリユース・リサイクルに取り組んでいます。
使用済みパネルを1枚ずつ性能評価し、再利用可能なものを国内市場に再流通させる取り組みで
す。オリックスが運用・保守を担う発電所でもリユースパネルを活用することにより、調達コストの
抑制や設備の安定稼働を実現していきます。一方、再利用が難しいパネルは素材ごとに分解し、資
源として再活用または適正に処理しています。
　今後もリユース・リサイクルの取り組みを広げながら、循環型インフラの構築を通じて、持続可
能な社会の実現と新たな成長機会の創出を目指します。

使用済み太陽光パネルの交換

2024年12月に開所した和歌山県の紀の川蓄電所
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ガバナンス
【気候関連のリスク・機会についての取締役会による監督】
　気候関連のリスク・機会に関して、取締役会は、ESG関連の重要課題お
よび重要目標を設定することにより、オリックスグループのサステナビリ
ティ推進を監督・指導します。
　2025年3月期の取締役会では、非開示情報開示に関する規制対応の
状況について報告しました。

【気候関連のリスク・機会についての執行体制】
　サステナビリティ委員会は、グループCEOが委員長を兼任し、委員会メ
ンバーは、ESGに直接関わるセグメントの責任者をもって構成し、議案の
内容に応じてその他の関係者が出席することで、柔軟に運営しています。
　また、外部有識者の招聘についても検討します。
　サステナビリティ委員会では、目標達成に向けた具体策の討議、短期的
な利益成長と長期的な成長に付随するコンフリクトの討議、TCFDで要求
される気候変動リスク低減に向けた討議、サステナビリティを取り巻く国内
外の情勢に関する情報共有、取締役会への報告事項の討議を行います。

➡ P.36 サステナビリティ推進状況・推進体制

戦略
【気候関連のリスク・機会に対する認識】
　気候関連のリスク・機会には、気候変動に伴う自然災害の増加などによっ
てもたらされる「物理的リスク・機会」と、気候関連の規制強化や、企業や消
費者の嗜好が変化することによる脱炭素社会への移行に伴う「移行リスク・
機会」の2つがあります。
　想定されるオリックスへの主な影響は以下のとおりです。
⃝物理的リスク・機会
　運営施設や営業拠点の被災による事業停止や対策・復旧によるコスト増
加、気温上昇による運営コストや建築コストの増加、顧客の被災による与
信コスト増加、投資先の被災による資産価値棄損などのリスクがあります。
⃝移行リスク・機会
　規制強化による事業停止・資産価値棄損・座礁資産化、炭素排出に係る
コスト増加、顧客業績の悪化による与信コスト増加、GHG高排出投資先の
企業価値下落などのリスクがあります。一方、再生可能エネルギーへの需
要が高まるなど事業機会も考えられます。

【シナリオ分析】
　不動産事業と環境エネルギー事業では相応の財務影響を受けるリスク
があるものの、他の事業においては軽微であると評価しました。

➡ P.43 シナリオ分析前提
➡ P.84～87 分析結果

リスク管理
　事業計画策定時に合わせて、ESG関連の重要目標の進捗や各事業部門
の方針およびKPIの進捗を取りまとめ、サステナビリティ委員会にて報告
の上、取締役会の承認を得ています。また、各事業部門とIＲ・サステナビ
リティ推進部の協議のもと、年に一回、シナリオ分析前提および分析結果
について更新しています。

指標と目標
【気候関連のリスク・機会を評価・管理するための指標と目標】
　気候関連の目標として、以下の4つの重要目標を設定しました。
• 2030年3月期までに、オリックスグループのGHG（CO2）排出量を、

2020年度比実質的に50%削減する。
• 2050年3月期までに、オリックスグループのGHG（CO2）排出量を実質

的にゼロとする。
• 2030年3月期までに、GHG（CO2）排出産業＊に対する投融資残高を、 

2020年度比50%削減する。
• 2040年3月期までに、GHG（CO2）排出産業＊に対する投融資残高を

ゼロとする。
＊ 海外現地法人における化石燃料採掘業やパーム油プランテーション、林業を指す。

➡ P.40 GHG（CO₂）排出削減

【スコープ1、2、3のGHG排出量実績】
➡ P.81～83 ESGデータ

　なお、オリックスグループでは、Robecoおよびオリックス・アセットマネ
ジメントもTCFDに賛同し、情報開示しています。詳細は以下をご参照く
ださい。

 Robeco　　  オリックス･アセットマネジメント

情報開示フレームワーク／ガバナンス、戦略、リスク管理、指標と目標

　TCFD提言にて推奨される4つのテーマに関する気候変動関連情報を、次のとおり開示します。

3 TCFD提言に基づく情報開示
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機会リスク

4℃
シナリオ

急性

●サプライチェーンの寸断

●不動産・車体・機体・船体が被災

●被災可能性が高いエリアの不動産価格下落

●顧客・投資先が被災

●営業拠点・事業拠点が被災

●太陽光発電の効率低下

●猛暑による作業不能日が増え、工期長期化

●不動産開発可能エリアの減少

●冷房需要の増加

●石炭火力発電フェードアウトの加速

●事業運営施設のコスト増加

●GHG高排出投資先の企業価値が下落

●規制対応による不動産建築費、船舶建造費の
増加

●ガソリン車の中古車価格が下落

●顧客業績の悪化

●再生可能エネルギー投資の拡大

●省エネルギー不動産への需要増加

●レンタカー・カーシェアの需要増加

●脱炭素事業への投資機会拡大

●災害復興需要

慢性

1.5℃
シナリオ

ALL

ALL

ALL

不動産環境エネルギー

生命保険

輸送機器
（航空機／船舶）

ALL 記載の6事業すべて

自動車 ファイナンス

戦略（シナリオ分析）／前提

【4℃シナリオ】
　今世紀末の平均気温上昇が産業革命以前と比べて4℃程度。各国の政策や企業・消費者の嗜好は現状のまま（石
炭は継続利用される、再生可能エネルギー発電は成り行き、カーボンプライシングは本格的に導入されない、省エネ
不動産への需要は成り行き、電気自動車（EV）普及は進まない、自動車の所有から使用へのシフトは進まないなど）。
気候変動の物理的な影響が顕在化する。
参照シナリオ：移行面「Stated Policies Scenario（STEPS）＊1」（IEA WEO 2024）など、物理面「SSP＊25-8.5シナリオ」（IPCC AR6）

【1.5℃シナリオ】
　今世紀末の平均気温上昇が産業革命以前と比べて1.5℃に抑えられる。大胆な脱炭素政策が進み、企業や消費者
の嗜好が変化し、社会の変容が起こる。気候変動の物理的な影響は現在から大幅な変化はない。
参照シナリオ：移行面「Net Zero Emissions by 2050（NZE）＊1」（IEA WEO 2024）など、物理面「SSP＊21-1.9シナリオ」（IPCC AR6）

影響度の評価

　環境エネルギー事業と不動産事業では、大型発電所やホテル・旅館など大型施設を保有・運営しており、GHG排
出量が大きくなっています。シナリオ分析した結果、4℃／1.5℃いずれのシナリオにおいても相応のリスクがある
一方、1.5℃シナリオにおける機会も大きいと評価しています。
　自動車事業と航空機／船舶事業では、リース物件の顧客使用によるGHG排出量が大きいものの、シナリオ分析し
た結果、いずれのシナリオにおいてもリスクは限定的と評価しています。また、ファイナンス事業、生命保険事業では、
投融資先のGHG排出量が大きいものの、想定しうるリスク・機会の影響は軽微と考えられます。

➡ 詳細は、P.84～87のシナリオ分析をご覧ください。

＊1 国際エネルギー機関（IEA）が2024年に公表した「世界エネルギー見通し2024（World Energy Outlook 2024）」において提示されたシナリオ。
＊2 SSP（Shared Socioeconomic Pathways）：共通社会経済経路。気候変動に関する政府間パネル第6次評価報告書（IPCC AR6）において提示された、気温上昇のモデ

ル推計値。SSPに続く数値が大きいほど、大きな気温上昇が推計されている。
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考え方

　オリックスに物品や役務を提供くださるサプライヤーの皆さまは、当社の事業継続に不可欠な存在です。また当社
は、自社の影響力を適切に発揮して持続可能なサプライチェーンを築くことが、自らの社会的責任であると認識して
います。
　当社の責務として、「オリックスグループ 行動指針」において、ステークホルダーと公平・公正な取引を行うことを
定めています。また、同指針と「オリックスグループ 人権ポリシー」および「環境方針」において、サプライヤーの皆さ
まに当社の方針を理解し、実践いただくよう周知・お願いしています。サプライヤーの皆さまとともに、サービス品
質向上を継続するとともに、環境負荷低減や人権尊重などのサステナビリティに関する取り組みを推進することで、
今後もステークホルダーの皆さまから選んでいただける存在となることを目指します。

従来からの取り組み

• グループ共通の委託先管理規則に基づいて、委託先の選定・更新審査を実施しています。同審査において確認す
べき項目に、「環境配慮」や「人権尊重」に関する懸念情報の有無を含めています。

• オリックスとオリックス生命保険、オリックス自動車、オリックス・ファシリティーズなどにおいては、パートナーシップ
構築宣言とマルチステークホルダー方針を策定し、公開しています。

 パートナーシップ構築宣言　　  マルチステークホルダー方針

新たな取り組み、今後予定している取り組み

• 2025年4月に「オリックスグループ 行動指針」を改定し、サプライヤーの皆さまも同指針の適用対象であることを
明記しました。当社では同指針を、サプライチェーン上のリスク予防・軽減の取り組みの基礎となる考え方として活
用していく予定です。

• オリックス自動車、オリックス・レンテック、オリックス不動産では、サプライチェーン上のリスク評価を行い、優先し
て対応すべきサプライヤーと課題を特定しました。また、各社のサプライヤー行動指針を策定しました。さらに、ウェ
ブサイトなどを通じて当社の考え方をサプライヤーの皆さまに周知するとともに、アンケートによる調査を進めて
います。

• 今後は調査結果を踏まえてリスクを予防・軽減するための計画を策定し、サプライヤーの皆さまと協働しながら持
続可能なサプライチェーンの構築・維持に継続して取り組みます。

 オリックス自動車 サプライヤー行動指針　　  オリックス・レンテック CSR調達ガイドライン　　  オリックス不動産 サプライヤー行動指針

考え方

　オリックスは環境方針において「生物多様性の保
全に配慮する」ことを定めています。当社は、自らの
事業活動を通じて直接的に、またお客さまの事業活
動を通じて間接的に、自然資本へ影響を与えるとと
もに依存しています。
　今後、当社のバリューチェーンと自然資本との関
係性についてリスク・機会両方の観点での分析を進
め、得られた知見は事業活動を通じた社会課題解決
への継続的な取り組みに生かしていきます。また、
TNFDのLEAPアプローチを参考に生物多様性へ
の依存状況を分析した結果、現時点で事業活動にお
いて重要な依存は確認されませんでした。

リスク低減に向けた取り組み

• 生物多様性を含むサステナビリティの課題について、サステナビリティ委員会での審議内容を取締役会に報告する
体制を取っています。

• ESG関連の重要目標として、化石燃料採掘、パーム油プランテーション、林業等の環境負荷が高いセクターに対す
る投融資残高の削減を設定しています。

• 上記に加え、国際的に禁止された農薬および除草剤の製造・使用・輸出入、ダイナマイト漁、特定野生動物の取引
など、生物多様性に悪影響を与えるセクター・事業活動への新規取引を禁止しています。

• 再生可能エネルギー事業においては、地域や有識者との対話や法令に基づいた環境アセスメントを実施していま
す。また、自主的に「環境社会配慮ガイドライン」を制定し、生物多様性に配慮した事業活動を進めています。

機会創出に向けた取り組み

• Robecoでは、事業戦略に生物多様性を含むサステナビリティの観点を統合しており、現在ほぼすべてのポートフォ
リオにおいて持続可能性を投資基準に組み込んでいます。Robecoは、投資先選定、モニタリング、議決権行使な
どすべての投資プロセスを通じて影響力を発揮することで、投資リターンだけにとどまらず社会的インパクトも提
供しています。

• すみだ水族館、京都水族館ではご来館の皆さまに生物や生態系について知り、感動していただく場を提供していま
す。また、保全、教育、調査・研究活動を通じて生物多様性に貢献しています。

サプライチェーンマネジメントへの取り組み 生物多様性への取り組み

お客さま

当社

自
然
資
本

影響

影響

依存

依存

自然資本への依存や影響が
想定される事業活動投融資サービス

提供を通じた
リスクと機会

• 食品、飲料製造業
• 不動産開発業
• 輸送業

• 施設開発、運営
• 輸送機器の保有、運航
• エネルギー、水の使用
• GHG排出、汚染物質・
廃棄物の排出 

当社事業活動と自然資本との関係性
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https://www.orix.co.jp/grp/pdf/company/ir/governance/compliance/structure/partnership_2023.pdf
https://www.orix.co.jp/grp/pdf/company/ir/governance/compliance/structure/multistakeholderpolicy.pdf
https://www.orix.co.jp/auto/pdf/supplier_code_of_conduct_guideline.pdf
https://www.orixrentec.jp/company/sustainability/pdf/sustainability_guideline.pdf
https://www.orix-realestate.co.jp/company/sustainability/pdf/supplier_code_of_conduct.pdf
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